２０１５年度道政への「要求と提言」
１．憲法と平和・生命を守る要求
（１）日本国憲法の「平和主義」、「主権在民」、「基本的人権の尊重」の理念のもと、地方公共団体は住民の福祉の増進をはかってきた。憲法理念を道政に生かすとともに、道民の生命や権利、生活を脅かしかねない「特定秘密保護法」や「集団的自衛権の行使容認」に対して、反対の意思表示をすること。

（２）「非核平和条例」制定について、「道議会議論を踏まえた対応」としているが、道議会における現在の議論状況と、道としての制定にむけた議論状況を明らかにすること。

（３）今年は２月に苫小牧、５月には函館、７月には小樽と三度にわたり米軍艦が道内民間港へ寄港している。道内への米艦船等の寄港を拒否することを内外に明らかにし、民間港湾の使用が認められている日米地位協定の抜本改正を求めること。

　（４）本年７月、何度にもわたって事故を起こし危険性が指摘されているＭＶ22オスプレイが、航空イベント参加という名目で、国内の飛行訓練ルートに指定されていない札幌に飛来し、さらに国が挙げた訓練候補地に北海道大演習場（恵庭市他）が含まれている。また10月には、日米共同訓練に参加する米軍ヘリなどを搭載した民間コンテナ船が白老港へ寄港したばかりか、同港の荷さばき場で組み立て演習場まで飛行させたことは、上陸作戦の一環にほかならない。こうしたことを既成事実化し、北海道がなし崩し的に訓練や配備の対象とされることのないよう、道として毅然とした対応をとること。

２．脱原発社会を前提としたエネルギー政策に関する要求
（１）今般の電気料金の値上げについて、北電は「火力発電にかかる燃料費の高騰」を理由としてあげているが、早期の原発再稼働がなされなければさらなる値上げも示唆するなど、本質的な理由は黒字決算した東北電力などと比較して高すぎる原発への依存度に他ならない。道として道民の生活と生命を守る立場で、脱原発社会の実現に向けて以下の対応をとること。

①　泊原発１号機・２号機さらに３号機の再稼動は認めないこと。

②　「プルサーマル計画」を、道の立場として白紙撤回すること。
③　「省エネルギー・新エネルギー促進条例」に基づく新エネルギーの開発・導入促進には、道としての明確な姿勢を示すことと同時に、送電網の整備と発送電の分離が必要不可欠なことから、道として強力に推進すること。

（２）福島第一原発事故における状況からも明確な通り、気象条件等により放射性物質の拡散は30㎞を大きく超えるものであり、同心円状とは限らない。昨年秋に、市民団体が行った「泊原発エコ風船プロジェクト」では、岩内町から飛ばした風船が遠く離れた旭川市などに到達している。道の原子力防災計画は、PAZ・UPZ圏にとらわれることなく、道独自の緊急避難区域を設定すること。

（３）大間原発においては、UPZ圏内である函館市が地元合意の範囲からも除外され、地域住民の生命と財産を守る立場から独自の訴訟行為を行っている。道としても積極的な対応を要請するとともに、上記同様、大間の防災計画においてもUPZの範囲にとどまらない道独自の緊急避難区域を設定すること。

（４）高レベル放射性廃棄物の最終処分地決定にむけて、資源エネルギー庁は、北海道幌延町をその候補地として取り上げている。また、４月にはＮＵＭＯ理事が深地層研究後の埋め戻しについて「もったいない」と発言するなど、幌延を最終処分場として既成事実化しようとする動きもある。道は、「放射性廃棄物に関する条例」により、核廃棄物を道内に持ち込ませないよう毅然とした対応をすること。
３． 男女平等行政の拡充に関する要求
（１）男女平等参画に関する条例制定・計画策定について
道内の男女平等参画に関する条例の制定及び計画の策定は、昨年度より計画策定済みが２市町村増えたが、全道179市町村中条例制定済み18市町、計画策定済み41市町村とまだまだ少ない状況であり、計画の策定率22.9%は全国最下位である。道内各自治体それぞれの地域性は異なるが、男女平等は人権問題でありまちづくりの根幹をなすものと考える。引き続き、行政の立場から男女平等を推進するために道から各市町村へ条例制定・計画策定を求めていただきたい。また、首長の意識啓発にむけてどのような取組を行っているのか。

（２）女性の活躍推進について
「日本再興戦略」のなかで女性の活躍促進がうたわれ、女性の管理職登用の数値目標までもが設定されているが、今の長時間労働が常態化している社会の中では、家事や育児、介護といった家庭的役割を担わざるを得ない女性は活躍するどころか働き続けることすら厳しいのが現状である。今後、地方自治体や民間企業などに対しても国と同様の目標設定が求められるだろうが、北海道として「指導的地位に女性３０％」の数値目標達成のみに終始するのではなく、女性が働きつづけられるための基盤整備の取組を並行して進めること。

（３）非正規労働者の処遇改善
非正規労働者のうち７割が女性労働者である。自治労道本部女性部の調査でも、非正規の形態で働く女性の不安、悩みとして圧倒的多く挙げられたのが「賃金」であったように、その多くは低い賃金や労働条件で働かざるを得ない状況にある。そのことが「女性の貧困」につながり、ひいては「子どもの貧困」にもつながっていく。労働力人口が減少するなか、単に女性を安く使い勝手の良い労働力にするのではなく、それぞれのライフステージに合わせ働き方の選択ができる仕組みづくりや、貧困化を阻止するセーフティネットの拡充を検討すること。

（４）マタニティハラスメント

マタニティハラスメントについては、自治体職場でもその被害が伝えられており、妊娠・出産でつらい思いをさせられるなど、本意ではない退職を選ばざるを得ない実態がある。労働関係法令によって、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いは禁止されているものの、雇用主の無理解や当事者自身が権利を知らないことにより泣き寝入りとなっている場合もある。育児休業に関する法整備はされてきているが、今一度法制度、権利の周知、マタニティハラスメントへの問題意識の喚起を行うこと。また、合わせて育児休業を取得しやすいよう代替職員確保に向けた支援を行うこと。

（５）特定（一般）事業主行動計画の実効性追求
男性の育児休業取得促進については、長時間労働の是正無くして進まないことから、道として自治体の見本となるよう取組を進めること。また、新たに作成される特定（一般）事業主行動計画については、道自身のみならず各自治体に対しても、この10年間の検証を踏まえ実効性を強く追及すること。
企業に対しては、両立支援促進・就業環境アドバイザー派遣事業を広く周知し活用を呼び掛け、労働環境の改善支援に積極的に取り組むこと。
４． 福祉関係に関する要求

（１）高齢者福祉に関すること

①　地域包括ケアシステムの構築に向けて、過疎地や離島・山間地が多いことや、積雪・寒冷地域であることなど、北海道の地域特性を踏まえた、更なる支援策を市町村とも充分協議しながら利用者のサービス選択が保障される仕組みを構築すること。
②　すべての市町村において利用者が求めるサービスを確保するためには、直接処遇職員の人材確保が最も重要であり、介護職員処遇改善加算が平成27年３月で終了することから、今後、道として安定的な人材確保・定着にむけての対策を講ずること。
③　高齢者や家族からの相談・苦情や権利擁護に関する行政機関としてのワンストップ窓口を設置するとともに機能強化をはかること。
④　今年度の消費税の改定に伴う介護報酬改定が利用者や事業所に及ぼす影響を調査・分析し、次期報酬改定にむけた関係機関との協議を開始すること。

（２）福祉事務所及び児童相談所に関すること

①　福祉事務所の相談・支援機能の充実・強化にむけ、ケースワーカーや査察指導員の適正配置と人材育成をはかるとともに、不正受給防止等、適正実施を行う意味においても、訪問調査等を効率的・効果的に実施することができるよう、体制を整備すること。
②　平成27年度からの生活困窮者自立支援法の施行に伴い、平成25年度から実施している「モデル事業」の検証・分析を行い、ハローワーク・社会福祉協議会等の関係機関と連携をしながら、地域における包括的な相談・支援体制の整備を図ること。
③　急増する児童虐待等の相談に対応するため、児童相談所職員の大幅な増員と専門性向上、相談員の処遇改善、一時保護所の設置基準の改善などの体制強化を早急にはかること。

（３）障害者施策に関すること

① 市町村障害福祉計画の着実な実施をはかるとともに、当事者参画による検討・協議機関の設置を推進し、地域における障害児・者施策の検証と明らかになった課題があれば整理したうえで各地域におけるサービスの充実をはかること。
② 障害者雇用に関して、道内各自治体及び民間企業の模範となるよう以下の取り組みを進めること。
ア　障害者権利条約の理念に基づき、重度障害者、知的障害者、精神障害者を含む障害者雇用の促進に取り組むこととあわせ、採用試験の受験資格と実施方法について、障害が理由となる不利益が無いようにすること。
イ　事故や疾病により、中途で障害をもった職員の職場復帰が円滑に行われるよう支援すること。また、障害による制限や制約を理由に労働条件や人事異動に関して不利益な取り扱いを行わないことに加え、障害を理解し、いわれなき差別を根絶すること。
ウ　道の障害者雇用率について、「北海道障害者条例」第28条第2項で、【道は障害者雇用率の達成はもとより、一層の障害者雇用の促進に努めなければならない。】と自ら制定しているのであり、法定の枠内にこだわらず、「北海道障害者条例」策定担当部署と連携を取り自主雇用率を設定し、市町村の模範となるよう積極的な雇用促進をはかること。

また、ダブルカウントを行わずに雇用率を達成すること。

（４）子ども・子育て支援に関すること

①　ニーズ調査や電子システムの構築、市町村子ども・子育て支援事業計画の策定、本格実施に向けた関係条例の整備など、すでに最終段階にあることを踏まえ、市町村と道の調整時において、道の施策との整合性がはかられるよう支援・助言を行うこと。

　特に、障害児や処遇困難ケースに対し、積極的に対応することを市町村計画の中で明確に位置づけることの指導・助言を行うこと。

②　北海道は、へき地保育所等認可外保育施設が多い現状がある。認可に向けた支援を行うとともに、それが困難な場合でも確実に財政支援を受けることができるよう国に働きかけること。
③　施設の耐震化について、増改築や新築の必要性があることも視野に入れ、市町村に対する財政支援を行うこと。また、子ども達の安心・安全のため、地震・津波などの災害時の非難に必要な人員を考慮した配置について、道としての考えをお伺いしたい。
④　幼稚園教諭・保育士等の質の向上のため、研修の充実をはかること。また、子育て支援員（仮称）については、経費節減を目的として安易に導入されることのないよう国及び市町村に働きかけること。

（５）非正規職員の処遇改善に関すること。

①　福祉事務所における母子自立支援員や家庭相談員など、非常勤雇用が常態となっている職種があるほか、公立施設においても臨時・非常勤職員が数多く存在しており、これらの職員の犠牲のうえに業務が成り立っていると言っても過言ではない状況にあることから、賃金・労働条件のほか任用期間についても大幅な処遇改善を行うこと。
②　民間事業所においても、臨時・嘱託・パート等の不安定で低い処遇の労働者が多数をしめていることから、関係事業所に対しても、労働法規の遵守、賃金・労働条件の改善、正規職員配置の指導を強化すること。

５．衛生医療行政の拡充に関する要求　
（１）医療提供体制の構築と充実にむけた要求と提言
	この間の医療情勢

· 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（以下「医療介護総合確保推進法」）において、都道府県は医療計画に将来の医療提供体制に関する構想（以下「地域医療構想」）に関する事項を定めることとされています。都道府県が地域医療構想を定めるに当たっては、現在、厚生労働省がガイドラインを策定のための審議を続けており、今年度中に都道府県に示すこととなっています。

· 平成25年度の公立病院決算統計によると、道内の60の病院が経常収支で赤字となっており、平成24年度の51病院から拡大しています。

· 2014年度診療報酬改定では、01.％増となりましたが、消費税増税分を考えると実質1.26%のマイナスとなることや入院基本料の算定基準見直しにより、7：1入院基本料を取っていた中規模の病院で減収となることが予想されます。

· 新たな財政支援制度における地域医療介護総合確保基金の配分が内示され、北海道は37.3億円（国費は24.9億円）と、東京や大阪に次いで他の府県よりも多く配分されています。

· 「医療介護総合確保推進法」において医療法が改正され、都道府県や病院・診療所の管理者は、医療従事者の勤務環境の改善その他の医療従事者の確保に資する措置を講ずるよう努めることが規定されました。

· 地方においては、医師、看護師、薬剤師をはじめとする医療従事者の確保が困難な状況が続いており、診療科や病棟の閉鎖を余儀なくされている病院があります。

· 道内の自治体立病院の66％は100床以下の病院で構成されており、その中でもコメディカル職員は1～3名の配置人数で夜間や救急時の対応を行っている状況です。

· 札幌東労働基準監督署は、職員への残業代や深夜手当などの割増賃金を支払っていなかったとして、9月4日付で労働基準法に基づき、過去2年間の割増賃金の未払い額を精査して対象者に支払うよう、ＫＫＲ札幌医療センターに是正勧告を行いました。対象は退職者を含め 700人以上で、未払い額は数億円に上る見通しです。


①　2015年度以降の地域医療介護総合確保基金における医療分野の事業計画の策定にあたっては、「北海道医療計画［改定版］」で掲げる目標達成の推進を基本とし、①地域医療の確保、②地域包括ケアシステムの構築・推進に取り組む病院への支援、③医療従事者の勤務環境改善などの医療提供体制の構築に向けた基盤整備に活用すること。また、策定経過について情報公開と周知を行うとともに、地域住民や関係者などの意見が十分に反映されるよう取り組むこと。
②　地域医療提供体制における医療従事者の人材確保が困難を極め、病院の運営に影響を及ぼしている。特に中小規模病院の薬剤師・放射線技師・臨床検査技師は少数配置であることから北海道の医療提供体制全体の課題とし、病院や地域間の連携、道と自治体間の連携などの人的な連携・支援体制の確立に向け、道がリーダーシップを発揮し取り組みを進めること。
③　医療従事者の確保が困難な状況により、長時間労働の常態化や休暇取得困難のほか、人材の育成やＷＬＢの推進が困難な状況になっている。ゆとりのない職場環境、職員間の人間関係の悪化を招き、メンタルヘルスの問題に発展している。道は「医療勤務環境改善支援センター」を設置し医療従事者の勤務環境の改善をはかること。また、運営に際しては労働者代表も含めた運営協議会を設置するとともに、道としても主体的、適切に運営に関わること。
④　医療従事者の勤務環境改善に対しては、医療法が改正され、病院又は診療所の管理者に対して「医療従事者の勤務環境の改善その他の医療従事者の確保に資する措置を講ずるよう努めること」が規定されたことから、医療勤務環境改善マネジメントシステムに向けた指導・監督を行うこと。
⑤　看護師の確保については、「養成」「就業定着」「再就業促進」「質の向上」の４つの課題が挙げられているが、現在の勤務環境が改善しなければ「養成」しても離職し、「就業定着」や「質の向上」がはかられることはない。また、「再就業促進」においても再就業先の勤務環境が劣悪であれば、「就業定着」せず、再離職する可能性が高いことから、「就業定着」を柱に病院・診療所管理者に対し、労働基準法の知識向上と遵守を徹底させることに取り組むこと。

（２）公衆衛生行政の充実と地域保健サービスの充実に関する要求と提言

①　昨年の回答で、「地域連携推進会議は、実務者レベルの会議とならなかった。」とあった。ソーシャルキャピタルの広域的な醸成や関係機関との幅広い連携による健康なまちづくりを推進にむけた今年度の取り組みについて説明していただきたい。
②　地域保健法に基づく「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」等を踏まえ、地域保健関係職員を対象に、各保健所において、地域のニーズにあった研修を実施されているが、研修参加が自己研鑽とされ、時間外勤務として認めていない事例や代休が措置されていない事例があることから、業務命令による研修と自己研鑚となる研修を明確に提示すること。また、自己研鑚となる研修参加に対して、職員の負担軽減となるよう必要な措置を講ずること。
③　保健師の役割が従来の保健・衛生分野から介護・福祉分野へと拡大し、地域の健康と生活を守る統括的な役割が求められている。特に地域包括ケアシステムの推進においては中心的役割が求められているが、行政改革による業務分担や分散配置が進んだことや人員削減によって、期待される役割を遂行できる体制・労働環境にない。また、道立保健所の保健師、薬剤師、獣医師の深刻な欠員状況（20~30人の欠員）は従来の業務遂行においても過重労働や長時間労働などの問題が発生していることから、定数増や人員確保にむけた早急な対策を行うこと。

６．現業職場及び環境保全・廃棄物行政に関する要求

（１）環境・循環型廃棄物行政の構築
環境・廃棄物行政は、自治体固有の事務としての位置付けを踏まえ、市町村が責任を持って廃棄物処理の適正処理・処分を果す公共サービスとして、その役割と任務の強化・徹底を図るとともに、焼却工場における長寿命化などの補強工事や、高効率発電に向けた施設整備を促進するため「循環型社会形成推進交付金制度」の増額や、「循環型社会形成推進交付金」について、３Rの推進や広域的な処理の必要性から市町村が最大限活用できるよう交付基準の緩和を、引き続き国に求めること。
（２）容器包装リサイクル法関係について
現在、容器包装リサイクル法の見直し・検討が行われているが、自治体財政負担の軽減をはかり容器包装プラスチック回収を全ての自治体で実施できるようにすることや、誰にでも判別できるマークの表示、視覚障がいの方のために点字表示を施すなど福祉的な施策も講じ、排出者に対しより判りやすく、効率的な回収が進むような見直しが望まれる。道としてもこれらに関しての国への要望を行うこと。
（３）小型家電リサイクル法関係について
小型家電リサイクル制度は、2012年8月に公布され2013年4月から施行されている。この制度は、促進型の制度として構成されていることから、各自治体に取り組みの義務的責任を課さない自主的に参加する制度となっているが、廃棄物資源の有効活用を促進や消費者間の不公平感をなくする為にも、資源循環型社会形成に向けて自治体の積極的な参加が求められている。しかしながら、道が平成25年度に行った『市町村における小型家電リサイクル取組状況等調査』においては、実施済みや実施予定の自治体は46.9％となっている一方、検討中・実施予定なしといった自治体も48.6％となっている。25年4月時点での実施済の北海道の全人口に占める割合は、18.5％となっており、住民が公平なサービスの提供を受けているとは言いがたい状況である。

引き続き、先行して取組んでいる地域や自治体の情報を収集し、各市町村への情報提供を行うとともに、25年度以降の各自治体の状況や道としての取り組み状況、今後の方針についての道としての考えをお聞かせ頂きたい。

（４）家電リサイクル関連と不法投棄等対策について
現在、家電リサイクル法改正に向けて検討が行われているが、家電リサイクルの一層の推進のために、拡大生産者責任を徹底や不法投棄防止の観点からリサイクル料金の「引き下げ」および「前払い」制度の導入と品目の拡大を、引き続き道として国に要望すること。

また、家電品目に限らず、依然として不法投棄や違法輸出業者・違法回収業者による住民トラブル多いことから、市民への周知・啓発や取り締まりを各自治体と連携し対策を講じること。
（５）廃棄物行政における災害時の対応について
東日本大震災、及び近年全国各地で発生した大雨、竜巻、台風等への対応から得られた様々な経験や知見を踏まえ、平成２６年３月に国の災害対策指針が改定されましたが、今回の改定に道としてどのように対応しているのか考えをお聞かせ頂きたい。

また、昨年度の意見交換の中で、処理施設の状況等の情報共有を行っているとの回答であったが、収集運搬についてはどのように考えているのか。現在、道内の家庭ごみの収集運搬業務については札幌市以外ほぼ民間委託となっているが、各自治体で大規模な災害が起きた場合初動体制などに影響があると考える。札幌市では災害時対応を考え一定程度の直営収集車を残す考えであるが、札幌以外の自治体で災害が発生した場合は、その振興局の枠にとらわれず各自治体への応援体制などの活用も出来ると考えるが、道としての考えをお聞かせ頂きたい。
７．地域公共交通の確立等に関する要求
（１）公共交通の維持・発展に関すること
①　交通政策基本法に基づき、道民が自由に安価な移動手段確保のための施策を講じるための専門部署、担当者の配置とともに、自治体のまちづくり計画担当部署と連携して地域公共交通維持・確保にむけた施策を強化すること。
②　地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の改正を踏まえ、道は交通政策基本法の基本理念にのっとり地域公共交通網形成計画の策定を行うこと。そのうえで、自治体、公共交通事業者、公安委員会、道路管理者、利用者、労働者代表による協議会を組織し、合意の下で持続可能な地域公共交通ネットワークサービスの形成に向けて主体的かつ創意工夫した取り組みを行うこと。
③　人口減少、少子高齢化に対応するための過疎地域における道路運送法78条による自家用有償旅客運送事業等、地域公共交通維持のための様々な取り組みに対し、適切な情報提供と必要な補助を行うとともに、政府に対し補助制度拡充を要請すること。
④　札幌の地下鉄、札幌、函館の路面電車など、自治体公営で運営されている地域の基幹交通である鉄軌道と近隣市町村とを結ぶ公共交通との乗り継ぎやバリアフリー化などの施設整備等、交通のシームレス化に向けた施策をはかること。
⑤　大規模災害が多発する中、地域に密着した公共交通の特性を活かし、広報や避難、緊急輸送に対応できるよう制度の運用を検討すること。

（２）交通環境の改善に関わること
①　道路交通混雑解消、高齢化対策や地球温暖化対策等の観点から、交通基盤整備、駐車場等各種施設の改善、都市中心部への乗り入れ規制など、自家用自動車から公共交通機関への利用転換をはかるための実効ある施策を強化すること。
②　北海道特有の積雪寒冷に対応する除雪体制強化や違法駐車取り締まりによる走行レーン・軌道確保等走行環境の改善について、道警など関係機関との連携を強化し積極的に行うこと。
（３）公共交通の安全確保等に関わること
①　公共交通の重要な使命である安全・安心の確保がはかられるよう、自治体や交通事業者に対し適切な助言を行うこと。また、利用者の利便やサービス向上のための施策に対する補助を行うこと。
②　バスや鉄軌道等の車内・駅などにおける公共交通従事者への暴力・迷惑行為に対しては、重要な公務・公共サービスの執行妨害の認識に立ち、罰則条例を設けるとともに、道警と連携して警備体制強化などのための必要な対策を講じること。
③　良質なバス等の乗務員確保のため、国交省が要請している学識経験者、事業者、労働組合、行政関係者等による検討会を設置し、バス等乗務員の確保・育成に向けた対策を講じること。
８．消防行政と労働条件に関する要求

（１）消防職員の労働条件について

①　平成14年2月28日最高裁「大星ビル管理判決」において、「仮眠休憩時間においても指揮命令下にあり、労働からの解放がなければ労働時間」との判決がなされた。消防職員の仮眠休憩時間の取り扱いにおいてもこれに類似しているのにもかかわらず、仮眠休憩時間は無賃金拘束時間とされてきた。職場内において、指揮命令下にある時間すべてを勤務時間とするよう各消防本部に対して指導すること。
②　平成15年11月11日付消防消第206号「消防職員の勤務時間等の適正な管理と運用について」の通知中（以下、206号通知という）3によると、指令係員が119番通報を受信し、仮眠中の職員に対し出動指令することにより出動するとの見解で、消防職場は「大星ビル管理判決」と異にする職場との解釈が示されているが、道内の消防職場において、119番通報を受信した指令係員が自ら出動するという事例が多数確認された。早急に調査をおこない、調査結果について公表すること。また、206号通知上の解釈と整合性が保たれているか示すこと。
③　206号通知中、休憩時間の繰り上げ、繰り下げ等の内容については、休憩時間の自由利用を制限されている消防職員の職場実態と乖離している。また、条例等の整備がされず運用として休憩時間の繰り上げ、繰り下げ等が行われているのが75%となっている。本通知を改正或いは廃止するよう国に働きかけること。
④　仮眠休憩時間の時間設定においては、明確な指示・指導がないまま各消防職場で運用されており道内約60％の職場において理解されていない調査結果がある。206号通知に基づく適正な仮眠休憩時間の時間設定を示すこと。
⑤　平成15年11月25日付消防消第216号「消防職員の勤務時間等に係る管理運用状況調査」において、道内消防本部内で労働基準法に抵触している消防職場があることが確認されている。改善状況について明らかにすること。
⑥　道内の小規模消防職場においては、いまだに上記の勤務条件をさらに下回る宿日直勤務や無償の自宅待機勤務、町外々出禁止といった劣悪な勤務を恒常化している署所（2011消防職場実態調査、恒常的な宿日直勤務43件・35%、恒常的な自宅待機21件・18.3%、公休・非番日の外出制限25件・22.5%）が確認されている。これらは、明らかに労働基準法に抵触していると解される。

また、恒常的に無賃金の自宅待機命令が出される消防職場が11件・44%存在している。賃金が発生しないのに命令をかけられるのか、道の見解を示すこと。さらに道内の状況を把握し改善に向けて指導すること。

⑦　消防職員の職務上の危険性、困難性、高度な技術の必要性を考慮した特殊勤務手当として地方交付税を受けているにもかかわらず、削減或いは廃止されている。消防職員の勤務条件の特殊性に対し、特殊勤務手当が削減或いは廃止されないよう市町村関係部局及び各消防本部に対し指導すること。
⑧　消防職員の団体交渉権付与を含む、公務員の労働基本権回復について、2013年3月、ILOから異例ともいえる8度目の勧告がされている。
速やかに、消防職員の団結権が回復されるよう国に働きかけること。
⑨　2012年4月、政府は定年の延長ではなく「再任用の義務化」を導入し、定年延長実施を見送るとした。道内再任用実施消防本部の実態を把握し、公平な採用及び高齢の職員が安心して働き続けられるよう、環境整備について指導すること。

（２）消防職員委員会について

道内消防本部において行われている消防職員委員会の開催状況、開催内容、及び改善項目等についての調査をし、結果について公表すること。

（３）消防職員の安全衛生について

①　消防活動上の死亡事故が発生している。道内・道外において発生している事故を調査し、各消防本部へ危険性を認識し安全衛生対策を講じるよう助言すること。
②　近年、精神疾患により休業者の増、さらには自殺者が発生している状況にある。道内・道外での状況を把握し、ＰＴＳＤ、惨事ストレス（ＣＩＳ）等に対応できるようストレスケア対策に取り組み、また、各消防本部へ助言すること。
③　硫化水素ガス発生事故や新型インフルエンザ等の特異的事象に対する具体的対応策の迅速な情報提供及び各消防本部の対応資器材の常備について指導すること。また、人員確保を基本とする消防職場への流行を阻止すべく、感染性疾患に対する予防接種等の実施について、公費で実施させるよう各消防本部へ指導すること。
④　労働安全衛生法に基づき全ての事業者は、深夜業務従事者については６ヶ月に1回以上の健康診断を実施する義務がある。各消防職場に対し、毎日勤務者以外について年に２回以上の健康診断を実施させる様、各消防本部へ指導すること。

（４）消防体制と救急体制について

①　「第二次北海道消防広域化推進計画」（素案）には小規模消防が抱える問題が挙げられているが、これは、消防の広域化以前に解消しなければならない問題である。消防職員の雇用・賃金・労働条件を整備し、「消防力の整備指針」における充足率が低い状況を改善したうえで、地域実情を踏まえた住民サービス向上を主とした計画をすすめること。
②　北海道内の消防本部の状況では「消防力の整備指針」で示された充足率を大きく下回っており、多様化される住民ニーズに応えることはもとより、緊急消防援助隊の派遣には職員の大きな負担でまかなっているのが実情である。充足率の向上のため効果的な指導を各消防本部へ行うこと。
③　救急救命士の再教育による病院実習、救急救命士の処置拡大による専科教育及び病院実習等が増加している。これらの研修等に関わる要員の確保について各消防本部に対し指導すること。

（５）防災航空室について

①　防災航空室勤務の現行の８名では、出動体制、宿日直勤務の解消及び無賃金による自宅待機などの過酷な勤務状況を改善することは困難である。更に休暇取得も職員の自己犠牲によることが多く、通常より少ない隊員により運行されることもあるなど、迅速な救助活動に適さない実態がある。これらは単に厳しい社会情勢だから困難であるとするのではなく、地域住民の安心、安全のためにも計画的な増員を実施し、勤務体制の改善構築をはかること。なお、派遣元の消防本部に対して、必ず欠員補充をするよう強く働きかけをすること。
②　宿直体制について、電話転送機能だけでは突発的な病気など宿直職員に事故があった場合の対応とは言えない。そのため、複数名が勤務する体制を構築すること。

（６）北海道消防学校について

①　消防訓練指導手当を、職業訓練手当と同様な水準に引き上げること。

②　複雑多様化する災害及び消防行政に対応するための教育施設の充実と、プライバシー保護及びインフルエンザ等による集団感染を防ぐ上でも学生寮の個室化や浴室の衛生管理等を考慮した施設の拡充・改善をはかること。
③　各消防本部から派遣されている消防学校の教官の欠員補充がなされていない状況がある。欠員補充するよう強く働きかけること。
④　消防学校の教官の勤務実態については、恒常的な無賃金による時間外労働が見受けられる。適正に処理されるよう改善すること。
⑤　消防学校初任教育学生に対する指導教育について、教官はその指導方法を研究し、適切な指導をすること。
⑥　消防学校の学生寮の居住空間（空調設備、照明等）を適正な環境に改善すること。
（７）大規模災害の対応について

①　2011年3月11日に発生した東日本大震災について、北海道は2011年10月に、各市町村及び消防本部宛て「緊急消防援助隊の派遣について」を通知したが、その多くは改善されるに至っていない。安全衛生管理の徹底と旅費、諸手当等について適切に対応するよう指導すること。
②　災害派遣時における隊員の勤務条件、及び、派遣元消防機関の消防力を維持するよう各消防本部へ働きかけること。
③　派遣後の隊員の心的ストレス（ＰＴＳＤ）、惨事ストレス（ＣＩＳ）等については、数ヵ月後に発生することも医学的に指摘されている。今後もストレスケア対策に取り組み、また、各消防本部へ助言すること。

９．北海道農業の確立に関する要求

（１）北海道農業の持続的発展に向けて
①　10月23日、甘利経済再生担当大臣はＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）について、「年内妥結に向け、最終局面にある」と述べており、また、アメリカのプリツカー商業長官は日本に対して歩み寄りを求めるなど、当初うたっていた「農産品重要５分野の関税死守」も微妙な状況にある。

関税が撤廃されれば北海道の農業は壊滅的な打撃を受け、農業によって支えられている北海道経済にとっても大きな影響があることは明白である。また、食品添加物、遺伝子組み換え食品、残留農薬など、食料や農産物の関税撤廃についてはその影響評価を多面的に行いながら判断すべきであり、様々な疑問や懸念が払拭できない現状を考えると断固反対するべきと考える。国への要望など、北海道としての取り組みを維持・強化すること。
②　独立行政法人化された各種試験場は、その業務成果を強く求められる位置づけとなっている。基礎的な研究はたとえ成果が出なくても常に行っておくべき業務であり、これをおろそかにすることがあっては今後多くの産業にとってマイナスとなる。これからの農・林・水産業は、国際的にも国内的にもより一層大きな課題を抱えており、その課題に迅速に対応し、基礎部分から綿密な試験研究を行い、地域課題を解決していくために非常に重要な機関となることから、部門の充実をはかれるような体制を供すべきと考える。あわせて、農業改良普及センターは、地域の多様な要望に応えられるよう、普及指導員の資質の向上をはかること。
③　農業が活性化することが、担い手確保の一番の対策であると考える。また後継者のいない農地を農地として維持していくため、やる気のある新規参入希望者もスムーズに就農できるような支援策を講じること。

　また、青年就農給付金（準備型）が受けられる研修教育機関として、道が認可したＮＰＯ法人などの民間団体数や給付額の実績などを示して頂きたい。

（２）安全・安心な食料の確保について
消費者の信頼を回復するため、全ての食料に対するトレーサビリティシステムの導入促進とＢＳＥ全頭検査について継続して実施すること。

